UL Japan 電波法「登録証明機関」業務範囲／第19号の4の2/第19号の4の3
特定小電力機器 ミリ波画像伝送およびミリ波データ伝送

	試験項目
	技術基準等

	割当周波数または指定周波数
[平成23年 総務省告示第507号(平成27年 総務省告示第419号)]
[電波法施行規則　告示第42号]
	57 GHz ～ 66 GHz


	周波数の偏差 （×10-6）
[無線設備規則 別表一、9]
	10 mW以下：500 ppm　それ以外：20 ppm  (基本は指定周波数)


	占有周波数帯幅の許容値
[無線設備規則 別表一、9]
	9.0 GHｚ-Δf GHｚ　(Δは周波数の許容偏差の絶対値の2倍とする)

	スプリアス発射の強度の許容値
[無線設備規則第七条]
	55.62 GHｚ以下
：-30 dBM/MHz 

55.62 GHzを超え57 GHｚ以下及び66 GHｚを超え67. 5 GHｚ以下
：-26 dBm/MHz
67.5 GHzを超えるもの
：-30 dBM/MHz

	空中線電力

指定値 [電波法施行規則　告示第42号]
偏 差 [無線設備規則 第十四条1項表]
	指定値 ： 0.25W以下　(10 mWを超える場合、EIRPは40 dBm以下)
偏 差 ： ＋50％　　-70％


	その他
副次発射　[無線設備規則第七条]
空中線利得
[無線設備規則 第四十九条の十四]
	1 GHｚ未満
 4 nW以下
1 GHz以上
20 nW以下
10 mW以下：47dBi以下、10 mWを超える：10 dBi以上


	

	その他
[無線設備規則 第四十九条の十四]
・空中線を除く高周波部及び変調部は、容易に開けることができないこと。また、高周波部及び変調部が別の筐体に収められている場合にあつては、送信装置としての同一性を維持できる措置が講じられており、かつ、それぞれ

が容易に開けることができないこと。

・送信装置の空中線電力が10 mWを超えるものにあっては、送信開始時において動作するキャリアセンス機能を備え付けること。
・人体への曝露：任意の体表面1 cm2当たり五2 mW/cm2(令和元年5月20日以降)　同一筐体においても考慮必要



